
○大府市防火対象物定期点検報告及び特例認定に関する

要綱 
 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、消防法（昭和２３年法律第１８６号。以下「法」という。）第８条の２

の２第１項に規定する防火対象物の点検及び報告（以下「点検報告」という。）並びに法第

８条の２の３第１項に規定する点検報告の特例認定について、法及び消防法施行規則（昭和

３６年自治省令第６号。以下「省令」という。）で定めるもののほか、必要な事項を定める

ものとする。 

（点検報告） 

第２条 防火対象物点検資格者（法第８条の２の２第１項に規定する者をいう。）は、省令第

４条の２の６第１項第１号から第８号まで及び別表第１に定める点検基準に従い、点検しな

ければならない。 

２ 防火対象物の管理について権原を有する者は、法第８条の２の２第１項の規定に基づき、

前項の点検結果について、省令第４条の２の４第３項に定める様式に、第１号様式、第２号

様式及び第３号様式を添えて、消防長へ報告しなければならない。 

（特例認定申請の受付） 

第３条 消防長は、法第８条の２の３第２項の規定に基づく申請があった場合は、防火対象物

点検報告特例認定申請書（省令第４条の２の８第２項に規定する別記様式第１号の２の２の

２）の記載事項及び法第８条の２の３第２項に規定する添付書類を確認しなければならない。 

２ 消防長は、前項の申請に不備があるときは、相当の期間を定めて当該申請の補正を求める

ことができる。 

（特例認定審査項目） 

第４条 消防長は、前条第１項の申請があった防火対象物（以下「申請防火対象物」という。）

について、防火対象物点検報告特例認定審査表（第４号様式）並びに防火対象物点検報告特

例認定審査基準及び判定結果表（第５号様式）の提出を求め、審査を行う。 

（特例認定審査要領） 

第５条 前条の審査において、確認する書類は、防火対象物点検報告特例認定申請書及び別表

第２に掲げる確認書類とする。 

２ 消防機関が把握している過去の火災予防査察の結果及び点検報告の状況等から、申請防火

対象物について法又は法に基づく命令の遵守状況が良好と認められる審査項目については、

当該審査項目の火災予防査察の実施について、一定の抜取り検査等により検査の簡素化を図

ることができる。 

３ 消防長は、特例認定の認定又は不認定の判定に、防火対象物点検報告特例認定審査表を用

い、審査項目ごとの適又は否の判定に、防火対象物点検報告特例認定審査基準及び判定結果

表を用いるものとする。 

４ 消防長は、火災予防査察において判定基準に適合しない審査項目を確認したときは、その

時点で審査を終了することができる。 

（決定の通知） 



第６条 消防長は、前２条の審査により、特例認定の認定又は不認定の決定をしたときは、法

第８条の２の３第３項の規定に基づき、認定・不認定通知書（第６号様式）により、申請者

に通知しなければならない。 

 （管理権原者変更届出書の提出） 

第７条 消防長は、前条の認定を受けた防火対象物（以下「認定防火対象物」という。）の管

理について、権原を有する者が変更となったにもかかわらず、法第８条の２の３第５項の規

定に基づく管理権原者変更届出書（省令第４条の２の８第７項に規定する別記様式第１号の

２の２の３）の提出がない場合は、変更前の管理について権原を有している者に対し、当該

届出書の提出を指導しなければならない。 

２ 消防長は、前項の指導に応じない場合は、法第４６条の５の規定に基づき、過料事件の通

知を行うものとする。 

 （認定の取消し） 

第８条 消防長は、認定防火対象物について、法第８条の２の３第６項の規定に基づき認定の

取消しを決定したときは、特例認定取消書（第７号様式）により当該防火対象物の管理につ

いて権原を有する者に通知しなければならない。 

２ 認定の取消しに当たっては、行政手続法（平成５年法律第８８号）に基づく聴聞を実施し

なければならない。 

 （認定通知書の通知証明書の交付） 

第９条 認定防火対象物の管理について権原を有する者は、認定通知書を亡失、滅失等したと

きは、認定通知書の通知証明書の交付を求めることができる。 

２ 消防長は、前項の通知証明書を交付したときは、大府市手数料条例（昭和４５年大府市条

例第４９号）に基づき、手数料を徴収する。 

 （委任） 

第１０条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、消防長が別に定める。 

附 則     

この要綱は、平成１５年１０月１日から施行する。 

附 則     

この要綱は、平成１７年１０月１日から施行する。 

  附 則 

この要綱は、平成１７年１２月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２１年１１月１８日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２６年５月２３日から施行し、同年４月１日から適用する。 

  附 則 

この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 

  附 則 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 


